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第１章 計画策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨・背景 

○国・県の動向 

近年、障がい福祉を取り巻く環境は、障がいのある人の高齢化や障がいの重度化が

進んでおり、特性に応じた切れ目のない支援が必要となっているなど、多様化・複雑

化しています。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化したことで、市民生活への

影響も大きく、特に障がいのある人の見守りの場や相談支援の機会の喪失、障がい

のある人を支える家族の負担増加などの課題も浮き彫りとなり、障がいのある人も

ない人も地域で安心して暮らすことができるよう時代とニーズに即した障がい福祉

施策の推進をしていく必要があります。 

このような情勢を踏まえ、国では令和３年４月に地域住民の複雑化・複合化した

支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築を支援するため、「地域共

生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」が施行されました。ま

た、同年９月には日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケアを受ける

ことが不可欠な児童である医療的ケア児に関する法律「医療的ケア児及びその家族

に対する支援に関する法律」が施行されました。 

さらに令和４年12月には障がい者の地域生活の支援体制の充実や、多様なニーズ

に対する支援などを定めた「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律等の一部を改正する法律」が公布され、令和６年度から施行となり、障が

い者や難病患者等が地域や職場で生きがい・役割を持ち、医療、福祉、雇用等の各

分野の支援を受けながら、その人らしく安心して暮らすことができる体制の構築に

向けた取り組みを進めています。 

また、神奈川県においては障がい者が障がいを理由とするいかなる差別及び虐待

を受けることなく、自らの望む暮らしを実現することができ、障がい者のみならず誰

もが喜びを実感できる地域共生社会の実現に資するため、当事者目線の障がい福祉

の推進を図っていく「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例～ともに生きる社会

を目指して～」が令和５年４月から施行され、ともに生きる社会の実現を目指してい

ます。 

 

  



 
 

○本市の取り組み 

本市では、障害者基本法及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（以下「障害者総合支援法」という。）などをはじめとする関連法を踏ま

え、障がいのある人のための施策に関する基本的な計画である『第４期逗子市障がい

者福祉計画』、障害福祉サービス等の提供体制の確保等を定めた計画である『第６期

逗子市障がい福祉計画』、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保等を

定めた計画である『第２期逗子市障がい児福祉計画』を令和３年３月に一体的に策定

し、障がい者・障がい児施策を総合的に推進してきました。 

『第６期逗子市障がい福祉計画・第２期逗子市障がい児福祉計画』の計画期間が

令和５年度をもって終了するため、次期計画となる『第７期逗子市障がい福祉計

画・第３期逗子市障がい児福祉計画』を策定し、引き続き障がい者・障がい児のニ

ーズを踏まえた障害福祉サービスの提供体制の確保を図っていきます。 

 

  



 
 

２ 計画の位置づけ 

『逗子市障がい福祉計画』及び『逗子市障がい児福祉計画』は、国の基本指針に

基づき、障がいのある人または障がい児の地域生活を支える基盤の施策となる障害

福祉サービス及び障害児通所サービス等の給付などに関して、具体的な成果目標や

各種サービスの必要見込量を設定し、提供体制を確保するための方策を定める計画

です。 

『逗子市障がい福祉計画』は障害者総合支援法第８８条に基づく「市町村障害福

祉計画」、『逗子市障がい児福祉計画』は児童福祉法第３３条に基づく「市町村障

害児福祉計画」として位置づけています。 

これらの計画は、市の最上位計画である『逗子市総合計画』の個別計画として位

置付けられており、上位計画である『逗子市地域福祉計画』の分野別計画として福

祉関連の行政施策を横断的に連携していくものです。 

また、国の『障害者基本計画』や神奈川県の『神奈川県障がい福祉計画』、市の 

関連する行政計画と整合・連携を図りながら、施策の推進を図ります。 
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３ 計画の対象 

国の基本指針では障害福祉サービスの対象者となる障がい者等の範囲について、

身体障がい、知的障がい、精神障がい、発達障がいのある人及び障がい児と難病等

の人としていますが、本計画では障がいに関わらず、相互に人格と個性を尊重し、

ともに支えながら暮らすことができる「地域共生社会」の実現を目指すものです。

このため、日常生活又は社会生活を営むうえで、何らかの制限を受ける人や不自由

な状態にある人だけでなく、障がいのない人や支援を行う人も含め、すべての人を

対象とします。 

 

４ 計画の期間 

計画の期間は、国の基本指針に基づき、令和６年度から令和８年度までの３年間

とします。 

なお、『第４期逗子市障がい者福祉計画』は令和３年度から令和８年度までの６

年間としています。 

 今後の社会情勢の変化や国の施策等の大幅な見直しがあった場合は、必要に応

じて見直しを行います。 

 

 

 

  

計画名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

逗子市総合計画

逗子市地域福祉計画
（逗子市福祉プラン）

逗子市障がい者福祉計画

逗子市障がい福祉計画
逗子市障がい児福祉計画

逗子市総合計画 中期実施計画

逗子市地域福祉計画

第４期逗子市障がい者福祉計画 第５期逗子市障がい者福祉計画(予定)

第７期逗子市障がい福祉計画

第３期逗子市障がい児福祉計画

第８期逗子市障がい福祉計画(予定)

第４期逗子市障がい児福祉計画(予定)



 
 

５ 計画の策定体制 

 

市の実情に即した実効性のある内容のものとするため、サービスを利用する障が

いのある人、障がい児をはじめ、幅広い関係者の意見の反映に努めました。 

 

（１）逗子市障がい者福祉計画策定等検討会の設置 

障がい者団体関係者をはじめ、公募市民・福祉・保健・教育等の各分野の関係

者、学識経験者等からなる「逗子市障がい者福祉計画策定等検討会」を設置し、

新たな計画内容に関し、現在の事業の課題等や専門的、大局的な観点から議論を

積み重ねました。 

 

（２）パリックコメントの実施 

広く市民から計画素案に関する意見募集を行い、計画内容の見直しへの反映に

努めました。 

実施方法  

意見募集期間  

提出者数  

 

（３）逗子市自立支援会議 

   本市では障害者総合支援法第77条に規定する相談支援事業をはじめとする地

域の障がい福祉に関するシステムについて広く関係者等の意見を聴取するため、

障害者総合支援法第８９条の３第１項に定める協議会として、逗子市自立支援会

議(以下「自立支援会議」という。)を設置しています。この会議では相談支援事

業関係者、当事者団体、関係行政・教育機関、保健医療関係者、学識関係者等で

構成されていますが、計画の策定に当たっては、障害者総合支援法第８８条第９

項及び児童福祉法第３３条の２９第９項に基づき、本計画の意見を聴取しまし

た。 

 

（４）関係機関との連携 

障がいのある人に関わる施策は、福祉だけでなく、保健、医療、教育、就労

等、多岐にわたり、総合的かつ計画的に推進するため、庁内・庁外関係各部門と

連携を図りながら策定しました。 

 

 

 

  

調整中 



 
 

６ 計画の基本的な考え方 

（１）基本理念 

   障害者基本法第１条において、全ての国民が、障がいのある・なしで分け隔て

られることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する

ため、障がいのある人の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計

画的に推進することが同法の目的である旨を規定しています。 

また、市の最上位計画である『逗子市総合計画』の基本構想において、めざす

べきまちの姿の１つとして「共に生き、心豊かに暮らせるふれあいのまち」を掲

げており、その実現に向けた取り組みの方向として「障がい者が安心して自分ら

しく暮らし続けられるまち」を位置づけています。その取り組みの方向と本市障

がい者福祉計画の基本理念である「ノーマライゼーション」と「リハビリテーシ

ョン」の考え方を継承するとともに、「ソーシャルインクルージョン」の考え方

に基づき、障がいのある人もない人も、誰もが分け隔てられることなく、ともに

支え合って地域で安心して自分らしく暮らし続けられる共生社会を実現していく

まちづくりをめざします。 

 

（２）基本目標 

本計画の基本理念及び国の基本指針を踏まえ、本計画の基本目標を次のとおり

定め、計画を推進していきます。 

・障がいのある人等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

障がいのある人等の自立と社会参加の実現を図ることを基本として、共生社会

を実現するために、意思決定の支援に配慮して、障害福祉サービス等及び障害児

通所支援等の提供体制の整備を進めます。 

・障がい種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施等 

本市の地域特性を踏まえ、障がいの種別に関わらず、ニーズに則した障害福祉

サービス等の提供体制を神奈川県からの支援等を通じて充実を図っていきます。 

・入所等から地域生活への移行、地域生活の継続支援、就労支援等の課題に対応

したサービス提供体制の整備 

地域生活への移行、地域生活継続の支援、就労支援等に対応したサービス提供

体制を整え、地域全体で支える環境を整備していきます。 

・地域共生社会の実現に向けた取り組み 

地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の

実現に向け、引き続き、地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組み

作りや地域資源の実態等を踏まえながら、関係者、関係機関が相互に連携するこ

とによる包括的な支援体制の構築に取り組みます。 



 
 

・障がい児の健やかな育成のための発達支援 

障がい児及びその家族に対し、障がい児のライフステージに沿って、地域の保

健、医療、障害福祉、保育、教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目

のない一貫した支援を提供する体制の構築を図るとともに、発達の遅れに心配を

感じた段階からの相談や身近な地域での支援を可能とするよう、障害児通所支援

及び障害児相談支援の充実を図ります。 

・障がい福祉人材の確保・定着 

障がい者の重度化・高度化が進む中、将来にわたり安定した障害福祉サービス

等の提供を実現するため、その提供体制の確保並びにそれを担う人材の確保・定

着を多職種間の連携等、官民で連携しながら進めていきます。 

・障がい者の社会参加を支える取り組み 

障がい者の地域における社会参加を促進するために、多様な活動に参加する機

会の確保等を通じ、障がい者の個性や能力の発揮及び社会参加の促進を図るとと

もに、障がい特性に配慮した意思疎通支援を図りながら、障がい者の多様なニー

ズを踏まえて支援します。 

 

 

  



 
 

第２章 障がいのある人を取り巻く現状 

 

１ 人口、障がいのある人の数 

（１）人口、障害者手帳所持者数の推移 

本市の総人口は、令和５年４月１日現在56,293人で、減少傾向にあります。 

障害者手帳所持者数は、令和５年３月末現在2,605人で、人口総数に占める障

害者手帳所持者の割合は4.6％と増加しています。 

 

人口、障害者手帳所持者数の推移 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

人口(人) 56,944 57,021 56,823 56,293 

手帳所持者数(人) 2,581 2,571 2,527 2,605 

割合(％) 4.5％ 4.5％ 4.5％ 4.6％ 

資料：人口は住民基本台帳(各年４月１日現在)、障害者手帳所持者数は庁内調べ(各年３月末現在) 

 

（２）障害者手帳別所持者数の推移 

障害者手帳別の所持者数の推移をみると、身体障害者手帳所持者数は減少傾向に

あり、令和５年３月末現在1,691人となっています。 

また、療育手帳所持者数、精神障害者保健福祉手帳所持者数ともに年々増加して

おり、令和５年３月末現在、療育手帳所持者は366人、精神障害者保健福祉手帳

所持者は548人となっています。 

 

障害者手帳別所持者数の推移                  単位：人 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

身体障害者手帳 1,771 1,756 1,680 1,691 

療育手帳 317 319 332 366 

精神障害者保健福祉手帳 493 496 515 548 

合計 2,581 2,571 2,527 2,605 

資料：庁内調べ(各年３月末現在) 

 

  

各推移について、

視覚的に見やすく

するため、グラフ

を別途作成中です 



 
 

２ 身体障がいのある人の状況 

身体障害者手帳所持者数の等級別の推移をみると、令和５年３月末現在では、１

級の手帳所持者数が625人と最も多いですが、全体的に減少傾向にあります。 

また、令和５年３月末現在の障がい別の推移をみると、肢体不自由及び内部障が

いで8割以上を占めています。年齢階層別では、65歳以上が７割以上を占めていま

す。 

 

身体障害者手帳所持者数(等級別)の推移              単位：人 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

１級 671 690 631 625 

２級 289 276 260 267 

３級 252 236 242 242 

４～６級 559 554 547 557 

合計 1,771 1,756 1,680 1,691 

資料：庁内調べ(各年３月末現在) 

 

身体者障害者手帳所持者数(等級別・障がい別)の推移        単位：人 

 視覚 聴覚平衡 音声 肢体不自由 内部障がい 合計 

１級 30 3 0 143 449 625 

２級 54 40 1 167 5 267 

３級 5 13 9 137 78 242 

４～６級 24 100 6 284 143 557 

合計 113 156 16 731 675 1,691 

資料：庁内調べ(各年３月末現在) 

 

身体者障害者手帳所持者数(年齢階層別・障がい別)の推移      単位：人 

 視覚 聴覚平衡 音声 肢体不自由 内部障がい 合計 

０～19歳 0 8 0 14 2 24 

20～64歳 24 35 5 209 124 397 

65歳以上 89 113 11 508 549 1,270 

合計 113 156 16 731 675 1,691 

資料：庁内調べ(各年３月末現在) 

 

  



 
 

３ 知的障がいのある人の状況 

療育手帳所持者数（程度別）の推移をみると、令和５年３月末現在では、手帳所

持者数全体で366人と増加傾向にあり、軽度（B2）から最重度（A1）の順に多

くなっています。 

また、令和５年３月末現在の年齢階層別では、20～64歳が231人と６割以上を

占めており、軽度（B2）では0～19歳が半数以上を占めています。 

 

療育手帳所持者数(程度別)の推移                単位：人 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

A1 70 63 67 73 

A2 76 72 74 81 

B1 83 80 84 94 

B2 91 104 107 118 

合計 320 319 332 366 

資料：庁内調べ(各年３月末現在) 

 

療育手帳所持者数(年齢階層別・程度別)の推移          単位：人 

 A1 A2 B1 B2 合計 

０～19歳 19 15 22 55 111 

20～64歳 50 57 65 59 231 

65歳以上 4 9 7 4 24 

合計 73 81 94 118 366 

資料：庁内調べ(各年３月末現在) 

  



 
 

４ 精神障がいのある人の状況 

精神障害者手帳所持者数(等級別)の推移をみると、令和５年３月末現在では、手

帳所持者数全体で548人と増加傾向にあり、２級の所持者が356人と6割以上で

最も多くなっています。令和５年３月末現在の年齢階層別では、20～64歳が

463人と全体の8割以上を占めています。 

また、自立支援医療受給者数の推移をみると、前計画策定時（令和２年３月末）

には846人でしたが、令和５年３月末現在は934人と増加しています。 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者数(等級別)の推移         単位：人 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

１級 57 53 55 52 

２級 301 303 336 356 

３級 135 140 124 140 

合計 493 496 515 548 

資料：庁内調べ(各年３月末現在) 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者数(年齢階層別・等級別)の推移   単位：人 

 １級 ２級 ３級 合計 

０～19歳 2 12 4 18 

20～64歳 38 301 124 463 

65歳以上 12 43 12 67 

合計 52 356 140 548 

資料：庁内調べ(各年３月末現在) 

 

自立支援医療(精神通院)制度の利用者数の推移          単位：人 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

846 958 874 934 

資料：庁内調べ(各年３月末現在) 

 

  



 
 

第３章 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の充実 

 

1 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に

係る目標（成果目標） 

 

障がい者等の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった課題に対

応するため、令和８年度を目標年度とする第７期逗子市障がい福祉計画 ・第３期逗子

市障がい児福祉計画の目標において必要な障害福祉サービス等及び障害児通所支援

等の提供体制の確保に係る目標として、令和８年度を目標年度とする成果目標 （数値

目標）を国の基本指針を踏まえるとともに、本市における過去の実績と地域の実情を

考慮し、次のとおり設定します。 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 

 国の基本指針 設定の考え方 

施設入所者数 
令和8年度末時点で、令和
４年度末時点の施設入所者
数から5％以上削減 

国の指針に準じる 
（令和4年度末時点の施設入
所者数27人） 

地域生活移行者数 

令和８年度末時点で、令和
４元年度末の施設入所者数
の6％以上が地域生活に移
行 

国の指針に準じる 
（令和4年度末時点の施設入
所者数27人） 

 

目 標 値 

令和８年度末の施設入所者削減数 2人 

令和８年度末までの地域生活移行者数 ２人 

 

  



 
 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築については、基幹型地域包括

支援センターや地域包括ケア会議など、逗子市高齢者福祉計画に位置付けられる包

括的な支援体制の構築から地域共生社会の実現に向けた取組の一環として協議を

行っていきます。その際、基幹相談支援センター及び自立支援会議も取組に連携 ・

参画していきます。 

 

 国の基本指針 設定の考え方 

精神障がいにも対応

した地域包括ケアシ

ステムの構築 

精神障がいにも対応した地域包括
ケアシステムの構築を推進するた
め、精神障がい者の精神病床から
退院後一年以内の地域における平
均生活日数、精神病床における一
年以上長期入院患者数、精神病床
における早期退院率に関する目標
値を設定する。 

当該指標は都道府県において、
精神障がい者が地域生活を送る
ために必要な基盤整備の内容を
把握するため、活動指標として
設定するものですが、本市にお
いても構築を推進するため活動
指標を設定します。 

 

目 標 値        R６ R７ R８ 

市町村ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場の開催回数 1 1 1 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者

数 

10 10 10 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場における 

目標設定及び評価の実施回数 
1 1 1 

精神障がいのある人の地域移行支援の利用者数 1 1 1 

精神障がいのある人の地域定着支援の利用者数 1 1 1 

精神障がいのある人の共同生活援助の利用者数 23 25 27 

精神障がいのある人の自立生活援助の利用者数 1 1 1 

精神障がいのある人の自立訓練（生活訓練）の利用者数 7 8 8 

 

  



 
 

（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

 

 国の基本指針 設定の考え方 

地域生活支援拠点等
の整備 

地域生活支援拠点等について
効果的な支援体制及び緊急時
の連絡体制の構築等により整
備するとともに、年１回以上
運用状況を検証・検討するこ
と 

自立支援会議等を活用して運
用状況の検証・検討を行って
いきます。 

強度行動障害の支援
ニーズの把握及び支
援体制の整備 

強度行動障害を有する者に関
し、支援ニーズを把握し、支
援体制の整備を進めること 

国の指針に準じる 

 

目 標 値 

令和８年度末の地域生活支援拠点等 年1回以上検証、検討 

令和８年度末の強度行動障害を有する者に対する 

支援体制の整備 

自立支援会議等を活用して地域
における支援ニーズの把握を行
い、体制構築を図ります。 

  



 
 

（４）福祉施設から一般就労への移行等 

 

 国の基本指針 設定の考え方 

一般就労移行者数 
令和８年度末時点で、令和３年度
実績の1.28倍以上 

国の指針に準じる 
（令和3年度実績 ６人） 

就労移行支援における

一般就労移行者数 

令和８年度末時点で、令和３年度
実績の1.31倍以上 

国の指針に準じる 
（令和3年度実績 3人） 

就労継続支援A型にお

ける一般就労移行者数 

令和８年度末時点で、令和３年度
実績の1.29倍以上 

国の指針に準じる 
（令和3年度実績 1人） 

就労継続支援B型にお

ける一般就労移行者数 

令和８年度末時点で、令和３年度
実績の1.28倍以上 

国の指針に準じる 
（令和3年度実績 ０人） 

就労定着支援事業の利

用者数 

令和８年度末時点で、令和３年度
末実績の1.41倍 以上 

国の指針に準じる 
（令和3年度実績 7人） 

就労移行支援事業利用
終了者に占める一般就
労へ移行した者の割合
が５割以上の事業所の
割合 

令和８年度末時点で、就労移行支
援事業所の５割以上 国の指針に準じる 

就労定着支援事業利用
終了後一定期間の就労
定着率が７割以上とな
る就労定着支援事業所
の割合 

令和８年度末時点で、令和３年度
末実績の２割５分以上 国の指針に準じる 

 

目 標 値 

令和８年度末の一般就労移行者数 8人 

令和８年度末の一般就労移行者数（就労移行支援） ４人 

令和８年度末の一般就労移行者数（就労継続支援A型） ２人 

令和８年度末の一般就労移行者数（就労継続支援B型） １人 

令和８年度末の就労定着支援事業の利用者数 10人 

令和８年度における就労移行支援事業の就労移行率 50％ 

令和８年度における就労定着支援事業の就労定着率 25％ 

  



 
 

（５）障害児支援の提供体制の整備等 

 

 国の基本指針 設定の考え方 

児童発達支援セ
ンターの設置 

令和８年度末までに、児
童発達支援センターを各
市町村又は各圏域に少な
くとも１カ所以上設置す
ることを基本 

本市のこども発達支援セン
ターは、国が定める基準は
満たしていませんが、市の
規模に応じて求められる機
能を備え、その役割を果た
す拠点となっています。 

障害児の地域社
会への参加・包
容の（インクル
ージョン）推進
体制の構築 

令和８年度末までに児童
発達支援センターをはじ
めとする障害児通所支援
事業所等が、保育所等の
育ちの場において連携・
協力しながら支援を行う
体制を構築している 

こども発達支援センターに
よる巡回相談のほか、保育
所等訪問支援を活用し、障
害児通所支援事業所等が保
育所等の育ちの場での支援
に協力できるような体制を
構築することにより、子ど
もの地域社会への参加、イ
ンクルージョンの推進を図
ります。 

重症心身障がい児
を支援する児童発
達支援事業所及び
放課後等デイサー
ビス事業所の確保 

令和８年度末までに、各市
町村又は圏域に少なくとも
１カ所以上確保することを
基本 

主に重症心身障がい児を支
援する児童発達支援及び放
課後等デイサービスの確保
については、市の規模・実
情に合わせ、こども発達支
援センターがその役割を担
います。 

 

目 標 値 

令和８年度末までに児童発達支援センター設置 0か所 

令和８年度末までに障害児の地域社会への参加・包容の
推進体制の構築 

有 

令和８年度末までに重症心身障がい児を支援する児童発
達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保 

有 

 

  



 
 

（６）相談支援体制の充実・強化等 

 

 国の基本指針 設定の考え方 

基幹相談支援セ
ンターの設置 

令和８年度末までに各市
町村において設置するこ
とを基本 

国の指針に準じる 

協議会における個
別事例の検討を通
じて地域サービ
ス基盤の開発・
改善の取組 

令和８年度末までに、地
域サービス基盤の開発・改
善に取り組むことを基本 

国の指針に準じる 

 

目 標 値 

相談支援体制の充実・強化等に向けた取組の 

実施体制を確保 

地域の相談支援の中核的な存在と
なる基幹相談支援センターの機能
強化に取り組み、全障がいに係る
相談支援従事者への専門的な指
導・助言による人材育成支援のほ
か、支援困難事例等についての課
題検討を通じ、地域課題の明確化
と解決に向けて情報共有等を行
い、分野横断的に連携・協働する
包括的な相談支援体制の充実・強
化等を推進し地域サービス基盤の
改善を図ります。 

 

（７）障害福祉サービス等の質の向上 

 

 国の基本指針 設定の考え方 

サービスの質向上
のための体制を構
築 

令和８年度末までに、サービ
スの質の向上を図るための取
組みに係る体制を構築 

国の指針に準じる 

 

目 標 値 

相談支援体制の充実・ 

強化等に向けた取組みの
実施体制を確保 

サービスの質の向上を図るための取組みに都道府県が
実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の研修
に、毎年市から１名以上参加するとともに、障害者自
立支援審査支払等システムによる審査結果を基幹相談
支援センター連絡会等を活用して共有する体制を構築
することで、サービスの質の向上を図っていきます。 

  



 
 

２ 障害福祉サービスによる支援体制の充実 

 

障がいのある人に対するサービスの量的 ・質的ニーズを把握し、見込み量を設定し

た上でその充実を図っていきます。また、 各種障害福祉サービスの周知を図り、適

切な利用を促進します。 

 

１ 障害福祉サービスの事業名と内容 

 

事業名 内容 

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行いま

す。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由又は重度の知的障がいもしくは

精神障がいにより常に介護を必要とする人に、自

宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における

移動支援などを総合的に行います。 

同行援護 

視覚障がいにより移動に著しい困難を有する人

に、移動に必要な情報の提供（代筆・代読を含

む）、移動の援護等の外出支援を行います。 

行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより常に介護を必要

とする人が行動するときに、危険を回避するため

に必要な支援、外出支援を行います。 

重度障害者等包括支援 
介護の必要性がとても高い人に、居宅介護・生活介

護等複数のサービスを包括的に行います。 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

生活介護 

常に介護を必要とする人に昼間、入浴、排せつ、食

事の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産

活動の機会を提供します。 

自立訓練 

（機能訓練・生活訓

練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一

定期間、身体機能又は生活能力の向上のために必

要な訓練を行います。 

療養介護 

医療と常に介護を必要とする人に、医療機関で機

能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の

支援を行います。 



 
 

就労選択支援 

障がいのある方の能力や意欲を把握し、適正を評

価する就労アセスメントを行い、適切な就労系障

害福祉サービス等の選択ができるよう支援を行い

ます。 

就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就

労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓

練を行います。 

就労継続支援 

（Ａ型＝雇用型、Ｂ型

＝非雇用型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供

するとともに、知識及び能力の向上のために必要

な訓練を行います。 

就労定着支援 

障がいのある人との相談を通じて生活面の課題を

把握するとともに、企業や関係機関等との連絡調

整や、それに伴う課題解決に向けて必要となる支

援を行います。 

短期入所 

（ショートステイ） 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜

間も含め施設等で、入浴、排せつ、食事の介護等を

行います。 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

自立生活援助 

一定の期間、定期的な巡回訪問や随時の対応によ

り、障がいのある人の理解力、生活力等を補う観点

から、適時のタイミングで適切な支援を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生

活上の援助を行います。 

施設入所支援 
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、

食事の介護等を行います。 

地
域
相
談
支
援 

地域移行支援 

施設入所者や精神科病院に入院している人が地域

での生活に移行するための活動に関する相談を行

います。 

地域定着支援 
居宅において単身で生活する人の常時の連絡体制

を確保し、緊急事態における相談を行います。 

計画相談支援 
サービス等利用計画の作成、サービスの利用調整

などを行います。 

補装具費の支給 

身体上の障がい等を補って、必要な身体機能を回

復するための補装具の購入費用及び修理費用を助

成します。 



 
 

 

２ 訪問系サービス 

    居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護については、専門的な対応が重

要なため、市内事業者を中心にサービス提供体制の充実を図ります。 

    重度障害者等包括支援については、広域の中でサービスの確保を図ります。 

 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

利用量（人日） 1,131 

 

1,036 

 

1,508 

 

1,547 

 

1,628 

 

1,709 

 

1,800 

 
 居宅介護 824 724 779 810 834 859 883 

重度訪問介護 78 102 459 459 540 621 702 

同行援護 156 106 139 150 160 170 180 

行動援護 73 104 131 128 139 139 154 

重度障害者等 
包括支援 

0 0 0 0 0 0 0 

実利用者数（人） 76 97 88 93 98 102 107 

 居宅介護 59 71 62 66 68 70 72 

重度訪問介護 1 2 4 4 5 6 7 

同行援護 12 15 14 15 16 17 18 

行動援護 4 9 8 8 9 9 10 

重度障害者等 
包括支援 

0 0 0 0 0 0 0 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

 

  



 
 

３ 日中活動系サービス 

    日中活動系サービスについて、障がいのある人の社会参加、自立、生きがいを

支えるサービスとして、事業者と連携して市内におけるサービスの提供体制充実

を図るとともに、広域的に対応できる体制の整備に努めます。 

短期入所については、グループホームの充実を進める中でサービスの確保を図

り、利用を促進していきます。 

就労系の障害福祉サービス事業所等と連携して福祉的就労から一般就労に向け

た職場開拓や職場実習時の支援等を行います。 

療養介護については、広域の中でサービスの確保を図ります。 

 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

利用量（人日） 5,090 

 

5,204 

 

4,484 

 

5,057 

 

5,147 

 

5,365 

 

5,522 

 
 生活介護 2,397 

 

2,357 

7 

2,064 2,389 

 

2,332 

 

2,366 

 

2,397 

 
自立訓練

（機能訓練） 
16 22 18 13 13 25 25 

自立訓練
（生活訓練） 

125 144 78 81 104 119 119 

療養介護 341 310 252 270 270 300 300 

就労選択支援 ‐ ‐ ‐ ‐ 調査中 調査中 調査中 

就労移行支援 331 412 314 378 398 418 438 

就労継続支援A型 404 321 234 311 365 420 475 

就労継続支援B型 1,402 

 

1,565 

 

1,425 

 

1,526 

 

1,573 

 

1,621 

 

1,668 

 
就労定着支援 5 7 13 14 15 17 19 

短期入所 69 66 86 76 76 79 79 

実利用者数（人） 306 320 311 323 333 348 359 

 生活介護 136 135 132 136 138 140 142 

自立訓練
（機能訓練） 

2 2 1 1 1 2 2 

自立訓練
（生活訓練） 

8 9 6 7 7 8 8 

療養介護 11 10 9 9 9 10 10 

就労選択支援 ‐ ‐ ‐ ‐ 調査中 調査中 調査中 



 
 

就労移行支援 17 19 17 19 20 21 22 

就労継続支援A型 21 17 14 17 20 23 26 

就労継続支援B型 84 98 98 97 100 103 106 

就労定着支援 5 7 12 14 15 17 19 

短期入所 22 23 22 23 23 24 24 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

  



 
 

４ 居住系サービス 

    民間事業者等がグループホームを設置する際の整備費用の一部を補助する制度

の周知・運用を図り、グループホーム等の整備を促進します。  

施設入所支援及び自立生活援助については、広域の中でサービスの確保を図り

ます。 

 

共同生活援助（グループホーム） 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

実利用者数（人） 69 72 78 83 87 91 95 

 うち重度障がい者数 17 17 17 17 17 18 18 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

施設入所支援 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

実利用者数（人） 26 25 27 28 29 30 31 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

自立生活援助 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

実利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 1 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

  



 
 

５ ケアマネジメントの推進及び地域相談支援 

   障害福祉サービスの提供という側面にとどまらず、障がいのある人のライフス

テージを見据え、一人ひとりのニーズに応じたサービス等利用計画を作成し、福

祉、保健、医療、教育、就労等が一体となったチームアプローチによる生活支援

が実現できるよう、相談支援体制を拡充します。 

一般相談支援事業所、特定相談支援事業所を窓口とする、基本相談支援、地域

相談支援、計画相談支援等の相談支援体制の充実及び市と各相談機関との連携強

化を図ります。 

また、障害者支援施設、精神科病院等から地域生活への移行、定着はもとより、

現に地域で生活している障がいのある人がそのまま住み慣れた地域で生活できる

ようにするため、自立支援会議、基幹相談支援センター等と連携し、地域移行支

援、地域定着支援のサービス提供体制の充実を図ります。 

 

計画相談支援 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

新規利用者数（人） 23 31 47 54 61 68 75 

     ※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

地域移行支援 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

実利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 1 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

地域定着支援 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

実利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 1 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

  



 
 

６ 補装具給付事業 

 補装具費の支給を継続していきます。 

 

身体障がい者補装具 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

支給件数（件） 116 94 107 108 109 110 111 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

 

  



 
 

３ 障がいのある子どもの支援体制の充実 

 

障がいのある子どもが早期から療育や教育相談等を受けることができるよう、障が

いのある子どもに対するサービスの量的 ・質的ニーズを把握し、見込み量を設定した

上で相談支援事業所、こども発達支援センター、障害児通所支援事業所、障害福祉サ

ービス事業所などが連携して、障害児通所支援による切れ目のない支援体制の充実

を図ります。 

 

１ 事業名と内容 

 

事業名 内容 

障 

害 

児 

通 

所 
支 
援 

児童発達支援 

未就学児の日常生活における基本的な動作の指

導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、そ

の他必要な支援を行います。 

居宅訪問による  

児童発達支援 

重度の障がいがあり、外出することが困難な障が

いのある子どもに対して、居宅を訪問し、日常生

活における基本的な動作の指導、知識技能の付

与、集団生活への適応訓練その他必要な支援を行

います。 

放課後等デイサービス 
学齢時の生活能力の向上のために必要な訓練、社

会との交流の促進その他必要な支援を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所・学校等を訪問し、障がいのある子どもに対

して、集団生活への適応のため、専門的な支援その

他必要な支援を行います。 

計画相談支援 
サービス等利用計画の作成、サービスの利用調整

などを行います。 

 

２ 児童発達支援・放課後等デイサービスの充実  

  個別支援計画に基づき、日常生活における基本動作の獲得、人と関わる力や考

える力、社会に適応する力、生活能力の育成 ・向上に向けて集団療育、個別療育、

その他必要な支援を行います。 

こども発達支援センターと連携し、民間施設における同サービスの提供を促進

します。 

 

 



 
 

児童発達支援 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

利用量（人日） 350 468 540 506 531 556 581 

実利用者数（人） 47 58 58 61 64 67 70 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

居宅訪問による児童発達支援 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

利用量（人日） 0 0 0 1 1 1 1 

実利用者数（人） 0 0 0 1 1 1 1 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

放課後等デイサービス 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

利用量（人日） 671 874 960 1152 1314 1476 1638 

実利用者数（人） 76 103 116 135 154 173 192 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

保育所等訪問支援 

年度 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

利用量（人日） 2 3 3 5 5 6 6 

実利用者数（人） 2 2 2 3 3 4 4 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

３ ケアマネジメントの推進 

  障がいのある子どものサービスに関する提供という側面にとどまらず、継続的

に十分な支援を受けることができるよう障がいのある子どものライフステージを

見通した相談支援体制を拡充します。 

障害児相談支援事業所を窓口とする、基本相談支援、障害児相談支援等の相談

支援体制の充実及び市と各相談機関との連携強化を図ります。 

 

 

 



 
 

障害児相談支援 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

新規利用者数（人） 26 32 47 57 67 77 87 

     ※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。  



 
 

４ 地域生活支援事業に関する事項 

 

１ 事業名と内容 

 

事業名 内容 

必 

須 

事 

業 

理解促進研修・啓発事

業 

障がいや障がいのある人への理解を促進するため

の研修や啓発を行うことにより、共生社会の実現

を図ります。 

自発的活動支援事業 

障がいのある人やその家族を含む地域によるボラ

ンティア活動等の自発的な取り組みへの支援を行

うことに 

より、共生社会の実現を図ります。 

相談支援事業 

地域生活に関する様々な相談に応じます（基幹相

談支援センターの設置、住宅入居等に関する支

援、権利擁護のために必要な援助等を含む）。 

成年後見制度利用支援

事業 

「成年後見制度」の利用を支援することにより、障

がいのある人の権利擁護を図ります。 

意思疎通支援事業 

聴覚・音声機能、言語機能などの障がいのある人

に、手話通訳者・要約筆記者の派遣等を行います。

併せて手話奉仕員養成講習会・要約筆記者養成講

座等により支援人材を育成します。 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な人に、外出のための支援を

行います。 

地域活動支援センター

事業 

創作的活動や生産活動、社会との交流促進などの

機会を提供します。 

 

 

 

  



 
 

事業名 内容 

任 

意 

事 

業 

日中一時支援事業 

介助する家族のレスパイトや就労支援等を目的

に、障がいのある人に日中活動の場を提供する一

時利用サービスです。 

訪問入浴サービス事業 
重度の身体障がいのある人の地域生活を支援する

ために提供する訪問入浴サービスです。 

日常生活用具給付事業 

在宅の重度の障がいのある人などに、日常生活が

より円滑に行われるための用具の購入費用等を助

成します。 

身体障がい者自動車改

造費等助成事業 

身体障がいのある人の社会活動への参加を促進す

るため、自動車運転免許の取得や改造に要する費

用の一部 

助成を行います。 

点字・声の広報等発行 
文字による情報入手が困難な視覚障がい者に、音

声訳・点訳にて情報提供を行います。 

 

２ 理解促進研修・啓発事業及び自発的活動支援事業 

 多くの市民が障がいや障がいのある人への理解を深め、地域が抱える課題や人権、

福祉について学べるよう、理解促進研修・啓発事業を継続・充実していきます。 

 また、障がいのある・なしで分け隔てられることなく交流できる機会を関係機関や

地域と連携して拡充していくため、障害者週間に障がいのある人の作品展示及び当

事者団体、事業所、市民グループ等の参画による障がいの体験等を通じて市民の理解

を深め、交流を促進します。 

 

理解促進研修・啓発事業及び自発的活動支援事業 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

実施団体数（団体） 0 2 4 4 4 4 4 

     ※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

ふれあいフェス in ずし 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

参加者数（人） ‐ ‐ 300 360 360 360 420 

     ※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。  



 
 

 ３ 相談支援事業 

      障がいのある人の多様なニーズに対応するため、保健・医療・福祉の関係機関

等との連携強化による相談窓口の整備やライフステージに応じた相談支援、障が

いのある人が相談しやすい体制の整備、充実を図ります。 

 

（１） 一般相談支援事業所、特定相談支援事業所、障害児相談支援事業所における

相談支援体制の充実 

委託相談支援事業所、一般相談支援事業所、特定相談支援事業所、障害児相

談支援事業所等、それぞれの障がい ・役割に応じた支援を行い、相談支援体制

の充実及び市と各相談機関との連携強化を図ります。 

 

相談支援事業 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

相談支援事業委託数

（か所） 
2 2 2 2 2 2 2 

指定・特定・一般相談

支援事業者数（か所） 6 6 5 7 7 7 8 

指定障害児相談支援 

事業者数（か所） 
3 3 3 5 5 5 6 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

（２） 自立支援会議を中心とする支援ネットワークの充実 

自立支援会議を中心に、福祉、保健、医療、教育、就労をはじめ様々な関係  

機関等の連携ネットワークを形成し、多様化する不安への対応、困難事例への

対応力を強化していくとともに、入所施設等からの地域移行 ・地域定着を地域

全体で支えていく体制づくりや、障がいのある人をめぐる現状と課題の把握

に努め、支援体制の強化を図ります。 

  



 
 

自立支援会議 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

全体会議の開催数

（回） 
2 2 2 2 2 2 2 

運営会議の開催数

（回） 
2 2 2 2 2 2 2 

定例会議の開催数

（回） 
12 12 12 12 12 12 12 

専門会議の開催数

（回） 
4 4 4 4 4 4 4 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

4 成年後見制度利用支援事業 

   成年後見制度利用支援事業を継続するとともに、日常生活自立支援事業等を活用

し、かながわ成年後見推進センター、逗子市社会福祉協議会の逗子あんしんセンター、

相談支援事業所等各関係機関と連携して成年後見制度の利用を促進します。 

 

成年後見制度利用支援事業 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

利用者数（人） 1 0 0 1 1 1 1 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

  



 
 

５ 意思疎通支援事業 

   手話通訳者・要約筆記者の設置・派遣を行い、聴覚障がいのある人のコミュニケ

ーション（意思疎通）を支援します。 

手話奉仕員養成講習会、要約筆記者養成講座を継続して実施するなど、必要な人

材の育成・確保に努めます 

 

手話通訳者の派遣 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

設置通訳者数（人） 2 2 2 2 2 2 2 

利用量（件） 204 219 264 229 229 239 239 

実利用者数（人） 26 24 25 25 25 26 26 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

要約筆記者の派遣 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

利用量（件） 35 55 83 86 86 88 88 

実利用者数（人） 8 7 8 8 8 9 9 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

  



 
 

手話奉仕員養成講習会 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

手話奉仕員養成講習会

基礎課程講座（全22

回）（人） 

8 10 15 17 19 21 23 

手話奉仕員養成講習会

上級課程講座（全22

回）（人） 

0 7 4 7 10 13 16 

手話奉仕員養成講習会

フォローアップ課程講

座（全８回）（人） 

0 2 4 6 8 10 12 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

要約筆記者養成講座 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

要約筆記講習会 

（全８回） 
0 5 12 8 8 10 10 

要約筆記者現任研修

（手書き）（人） 
7 11 9 9 9 9 9 

要約筆記者現任研修

（手書き）（人） 
12 24 23 23 26 29 32 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

 

  



 
 

６ 移動支援事業  

障がいのある人の社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動等の社会参加を支え

る重要なサービスとして、支援人材、サービス量の確保など、今後も支援を継続

していきます。 

     特に支援人材については、移動支援人材確保等事業を活用し、利用者のニーズ

に沿った支援体制を確保していきます。 

 

移動支援事業 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

利用量（時間） 1,996 2,353 2,347 2,684 2,911 3,318 3,781 

実利用者数（人） 78 99 100 105 120 137 156 

実施か所数（か所） 38 36 37 34 34 34 34 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

  



 
 

７ 地域活動支援センター事業  

 創作的活動や生産活動などをとおして、日中の居場所づくりや生きがいづくり、 

日常生活での困りごとを相談できる機会の提供などを行いながら、今後も障がい 

者の社会参加を促進します。 

 

地域活動支援センター 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

実利用者数（人） 66 63 63 68 68 68 68 

実施か所数（か所） 3 3 3 3 3 3 3 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

８ 日中一時支援事業  

障がいのある人の日中活動の場の確保、介助する家族のレスパイトや就労支援の 

ため、一層の拡充を図ります。夏休み等の長期休暇や介助者の急病時における緊急

的な利用などに対応できるような体制を充実させていきます。 

 

日中一時支援事業 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

実利用者数（人） 26 29 29 30 31 33 35 

実施か所数（か所） 8 8 10 10 10 10 10 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

９ 訪問入浴サービス事業 

重度の身体障がいのある人の在宅生活を支援するため、訪問入浴サービスの提

供を継続していきます。 

 

 訪問入浴サービス事業 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

実利用者数（人） 5 6 3 4 4 4 4 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 



 
 

10 日常生活用具給付事業 

 日常生活用具の購入費助成などを継続していきます。 

 

日常生活用具給付事業 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

利用件数（件） 285 285 281 284 287 290 293 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

 

11 身体障がい者自動車改造費等助成事業 

自動車運転免許の取得や改造に要する費用の助成を継続していきます。 

 

身体障がい者自動車改造費等助成事業 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

運転免許 

取得支援件数（件） 
0 0 1 1 1 1 1 

自動車改造 

支援件数（件） 
0 0 0 1 1 1 1 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

  



 
 

12 点字・声の広報等発行 

各種のサービス情報や施設情報、イベント情報など、保健、医療、福祉

に関連する様々な情報については、市民の誰もが手軽に入手できるよう、

引き続き広報誌、「声の広報ずし」等の発行、市ホームページにおける音

声読み上げや拡大文字等を活用した情報提供の更なる充実など、行政情報

へのアクセシビリティの向上に努めます。 

 

点字・声の広報等発行 

 
実績 見込量 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

声の広報ずし 

（発行回数） 
27 14 12 12 12 12 12 

点字広報 

（発行回数） 
27 14 12 12 12 12 12 

議会報 

（発行回数） 
4 6 5 6 6 6 6 

※ 実績及び見込みは、各年度３月のものです。 

  



 
 

第４章 計画の推進について 

 

障がいのある人に関わる施策分野は、福祉だけでなく、保健、医療、教育、就労等、

多岐にわたっているため、障がい福祉課が中心となり、庁内・庁外関係各部門との連

携を図りながら計画を推進することが必要となります。  

また、本計画は、障がいのある人の生活に必要な障害福祉サービス等の提供の確保

に向けて推進されるものであり、関係者が目標等を共有し、その達成にむけて連携す

るとともに、進捗状況を確認しながら工夫・改善を積み重ね、着実に取り組みを進め

ていくことも必要です。  

 

１ 計画の推進体制 

計画の実施にあたっては、逗子市自立支援会議、逗子市基幹相談支援センター、当

事者、障がい者団体、サービス事業所、逗子市社会福祉協議会等との連携はもちろん、

高齢、障がい、子ども子育て、生活困窮等の制度を横断的に対応できる包括的支援体

制による支援を一体的に実施し、更には施設の広域利用など、近隣市町や横須賀 ・三

浦障害保健福祉圏域自立支援協議会との連携を図りながら十分なサービス提供に努

めます。 

また、発達障がいや医療的ケア児に対する支援、就労など、国や県の制度に関わる

ものも多いことから、国、県の関係各機関との連携も図っていきます。 

 

２ 進行管理と評価 

障害者総合支援法においては、、逗子市障がい者福祉計画策定等検討会において当

事者や事業者の視点からの意見聴取を行い、それを踏まえて計画の進捗や効果を定

期的に点検、評価していきます。 

また、計画内容は、今後の社会情勢の変化や新たな国 ・県の施策、市内の動向等に

柔軟に対応し、必要に応じて見直しをしていきます。 

計画期間中は各年度において、令和５年度における数値目標の達成状況のほか、施

策の実施状況、サービス見込量などについて聴取した意見を基に点検、評価したうえ

で、施策の見直しや新規施策の追加、計画の見直し等を含めて検討し、施策の充実に

努めていきます。 

  



 
 

３ 行政計画との相互連携 

本計画では、市の最上位計画である総合計画の基本構想における 「めざすべきまち

の姿」（５本の柱）及び地域福祉計画における目指すべきまちのすがたが重なり合う

よう策定し、一体的に計画の実現を推進していきます。 

また、本計画は福祉だけでなく、保健、医療、教育、就労など様々な分野と密接に

関わるため、基幹計画である地域福祉計画の分野別計画として福祉関連の行政施策

を横断的に連携していくとともに、庁内・庁外関係各部門に係る計画と柔軟に連携

し、計画の進行を管理していきます.。 
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

○ ○ ○ △ 〇

計画策定手続及び予定議事

自
立
支
援
会
議
で
の
意
見
聴
取

　
　
　
　
市
民
意
見
募
集

素
案
確
定

神
奈
川
県
と
の
協
議

(

2
月
末
～

3
月
頃

）

◎
最
終
決
定

年４～５回程度開催予定

障がい者福祉計画策定等検討会
※△は必要に応じて開催

令和５年度

第７期逗子市障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画
（令和６年度～令和８年度）策定スケジュール 資料３



回

第1回 2023年5月29日 （月） 14：00 ～16：00 逗子市役所5階 第1・2会議室

第2回 2023年8月28日 （月） 14：00 ～16：00 逗子市役所5階 第1・2会議室

第3回 2023年10月20日 （金） 14：00 ～16：00 逗子市役所5階 第2・3会議室

第4回
（予備）

2023年12月1日 （金） 14：00 ～16：00 逗子市役所5階 第1・2会議室

第5回 2024年2月26日 （月） 14：00 ～16：00 逗子市役所5階 第2・3会議室

・逗子市第７期障がい福祉計画･第
３期障がい児福祉計画の修正案に
係る意見聴取
・その他

・第３回の会議でまとまらなかっ
た場合の意見聴取の続き
・その他

・令和5年度の実績報告
・逗子市第７期障がい福祉計画･第
３期障がい児福祉計画最終案の確
定
・その他

令和５年度逗子市障がい者福祉計画策定等検討会年間予定

日　　時 場　　　所 予　定　議　事

・令和4年度の実績
・逗子市障がい者福祉計画事業進
行管理表及び個別計画進行管理総
括表に係る意見聴取
・逗子市第７期障がい福祉計画･第
３期障がい児福祉計画の骨子案に
係る意見聴取
・その他

・逗子市第７期障がい福祉計画･第
３期障がい児福祉計画の素案に係
る意見聴取
・その他


